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報告の目的
• 払うべき税金を払わない個人や企業（富裕層、グローバル大企
業）が世界に存在

脱税ではなく、租税回避

国家間の法律、税制、制度の違いを利用した租税回避

タックスヘイブン（低税率法域）を利用

タックスヘイブンを利用した租税回避の実態を明らかにし、税金
をつかまえられないというソーシャル・リスクマネジメントにつ
いて考える



報告の内容

１ タックスヘイブンの利用
２ 巨大ＩＴ企業の租税回避
３ 逃げる税金をつかまえる
４ 税金のソーシャル・リスクマネジ
メント



１ タックスヘイブンの利用



タックスヘイブン（Tax Haven）

•税金がほとんどない国や地域

•外国企業のための優遇地域

•国や地域の特定化は困難

有名なのは・・

ケイマン諸島、バハマ、パナマ、バミューダ、ジャージー島、
ルクセンブルク、リヒテンシュタインなど

•企業や銀行がグローバル資金取引や、法人登記などに
利用



ケイマン諸島 バミューダ諸島



マネーロンダリングにも利用



タックスヘイブン相手の主要国銀行債権



一人当たりGDPランキング
（2019年、国連、単位：アメリカドル）

33位 日本 40,063

タックスヘイ
ブンが読み取
れる



２ 巨大ＩＴ企業の租税回避



（単位：億ドル）

（出所）US SEC., Form 10-K.



アマゾンの3か国売上高







グーグルの租税回避スキーム
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３ 逃げる税金をつかまえる



グローバルな取り組み・・OECD
• 2012年6月

OECDにおいて国際課税ルール全体を見直すBEPS（Base Erosion 
and Profit Shifting：税源浸食および利益移転）プロジェクトが発足
15のアクション・プラン

外国子会社合算税制強化、租税条約乱用防止、恒久的施設定義

「多国籍企業の租税回避政策で毎年1000億ドルから2400億ドル
の税金が失われており、これはグローバル企業の所得税全体の4～
10％に相当する」( OECD, 2020年）

• 現在

2021年7月G20の最終合意に向けたデジタル課税枠組みに関す
るOECD案の合意への動き



低税率競争を止める

『日本経済新聞』2021年5月8日

減税は企業投資よりも貯蓄を拡大
→税収増加論の破綻

・アメリカ新提案・・売上高など
簡素な基準 法人税の最低税率
・イギリスも税率引き上げ
・日本はようやく2011年に
「相互行政支援に関する条約」に署名
情報交換、徴収共助など 32ヶ国と



４ 税金のソーシャル・リスク
マネジメント



逃げる税金のソーシャル・リスクとは

不満、反
税、政治
リスク

減税圧力

税収という財源が減
り、国の財政基盤が
揺らぐリスク？

財政規律
リスク

増税圧力

対立・調整

一般庶民、中小事業
者だけが税金を払わ
されるリスク？

税金は国家予算の財源確保のためではない
財源と国家政策（歳出）をつなげる誤謬

複雑、いびつな税制度



税制度のソーシャル・リスク
• 逃げる税金

グローバルな経済活動と国家による徴税の矛盾

放置した結果・・所得格差の拡大

100万ドル（1億円）以上の年収 約5200万人（１％）が世界の
所得合計の43.4％を得ている（Credit Suisse, 2020）

・租税の目的

所得や資産の再分配、景気調整、さまざまな公共政策

・租税制度の脆弱性 国の貨幣システム（中央銀行による通貨発
行→税金で回収）の麻痺＝ソーシャル・リスクの顕在化

脱税は富裕層、企業活動にもはねかえる

・・公正、倫理を貫くことが、社会全体の利益
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